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まえがき＝長期的な労働者人口減少に伴い，国内企業に
とっては，操業現場や事務系スタッフにかかわらず，業
務効率化による労働生産性向上が喫緊の課題となってい
る。また，コロナ禍におけるリモートワークの拡大は少
なからず労働の価値観にも影響を与え，人材確保におい
ても「自由で効率的な働き方」が重要になりつつある。
　近年，DXによる業務変革やビジネス改革の推進が企
業の競争力に直結するとの認識が広がってきた1）。当社
においても2021年より大規模なDX戦略の実行に着手し，

「働き方DX」分科会にてITツールの有効活用による働
きやすい環境の整備や業務効率化による生産性向上を目
指した活動を開始した2），3）。従来，業務効率化と言えば
システム開発による業務のIT化であったが，IT開発人
材の不足が深刻となる中，当社では，ユーザである全従
業員がデジタルツールを使いこなして自ら業務変革を進
める「EUC（End User Computing）」を取り組みの一つ
の柱として進めることとした。
　2010年代に「ローコード開発」という言葉をフォレ
スター・リサーチ社が使い始めて以降，ユーザ自身が簡
易に業務アプリケーションを開発できる開発環境が多く
登場し始め，近年は，GUI（Graphical User Interface）
で入力画面をデザインするだけでデータベースや出力帳
票を開発できる「ノーコード開発」も普及するようにな

った4）。また，ユーザの画面操作を自動化できるRPA
（Robotics Process Automation）や，データの集計や解
析を簡単に実現するBI（Business Intelligence）など，
自動化や可視化を支援するツールなども多く販売される
ようになってきた。
　当社の DX 戦略では，ERP（Enterprise Resource 
Planning）などシステム基盤の整備，ITエバンジェリ
ストやデータサイエンティストなどDX人材の育成に加
え，上記のようなITツール活用を促進することにより，
生産性の革新的な向上による高付加価値業務へのシフト
と人材のスキルアップ，場所に縛られず時間を有効活用
できる自由度の高い働き方を実現することを方針とし
た。本稿では，この方針に従って進めている「業務効率
化と働き方変革をユーザみずから実現するEUC」の取
り組みについて紹介する。

1．取り組みのスコープ

　当社では，「働き方DX」の柱としてEUCを推進する
こととしたが，すべての業務をEUCの対象とすること
は適切ではない。取り組みの対象とした業務領域の考え
方を図 1 に示す。
　右上に位置する，「大きな投資額により大きな効果」
を 求 め る 領 域 は，ERP や PLM（Product Lifecycle 
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Management） など多くの部署や部門にまたがる大規模
なシステム開発を行う領域であり，パッケージソフトウ
ェアやそれに規定される標準的なデータ構造を適用する
ことが，部署間にまたがる業務の標準化やデータ活用，
効率的な製品開発において有効である。また，左下に位
置する「小さな投資額で小さな効果」を求める領域は，
Web会議や電子契約ツール，翻訳ツールなど，基本的
な作業を標準ツールの組み合わせによって素早く効率化
を図る「Quick Win」を求める領域と言える。
　EUCの対象とするのはその中間領域であり，限定的
な組織内での業務判断や複数人による業務情報の受け渡
しなど，組織内における固有の業務群である。これらの
業務群は，パッケージソフトウェアなどで標準化するに
は固有の条件が多く，「Quick Win」を適用するには複
雑で，これまでは，独自のExcelフォームと手作業の組
み合わせで処理するなど，しばしば属人的な暗黙知の温
床となっていた。これらの領域は従来の取り組みではカ
バーできておらず，広く業務改善を進めることで大きな
余力を創出することが可能と考えられた。
　EUCに用いるデジタルツールとしては，
・「ノーコード・ローコード」によりファイルやデータ

帳票を処理するデータベースツール
・「RPA」によりデータの受け渡しや転記作業などを行

う自動化ツール
・「BI」によりデータのドリルダウンや分析を行うダッ

シュボード（可視化ツール）
などそれぞれのカテゴリについて，社内の利用実績や学
習コストなどを踏まえて推奨ツールを選定し，サーバ区
画の設定や利用者向けマニュアルの整備を行った。ただ
し，EUC経験の広がりを重視し，類似の他ツールの利用
も禁止しなかった。
　また，取り組みのKPI（Key Performance Indicator） 
として，業務削減時間の全社合計の目標を2023年度に
12万 5 千時間，2024年度以降に25万時間/年と定めた。

2．推進していく上での障壁と対策

　活動当初，これらのデジタルツールの活用を全社員に
周知しても，数箇月間なかなか利用が進まず，業務改善
事例が創出できない状況が続いた。この期間は，活用の
事例自体が少なく，また，活用試行が開始されたとして

も，すぐに挫折してテーマとして途絶えてしまう例が散
見された。
　一般に，ユーザがデジタルツールを使って自身や自部
署の業務を改善するまでの道のりを想定するとつぎのよ
うなプロセスをたどると考えられる。
1）	 使えそうなツールを知る
2）	 試行用のライセンスを取得し，ツールを用いた業務

アプリの試作を行う
3）	 周囲の関係者にも使ってもらい，改善点を抽出する
4）	 改善点について改修して再度試行する
5）	 利用者の人数に応じてライセンスを購入し，実務で

の利用を開始する
　このプロセスにおいて，当社の状況を踏まえた課題と
して下記の 3 点を抽出し，それぞれ対策を検討した。
①ツールを知る機会が充実していない
②ライセンス取得などツールの利用を開始するまでの手

続きが煩わしい
③アプリの試作・改修におけるサポートが充実していな

い
　ツール活用の道のりと対応すべき課題を図 2 にまと
める。
　上記の課題に対し，それぞれ対応策を「ツール紹介サ
イトのリニューアル」「ライセンス試用制度」「なんでも
相談窓口の開設」として設定し，取り組みを行った。詳
細を以下に紹介する。
2. 1　ツール紹介サイトのリニューアル
　「①ツールを知る機会が充実していない」という課題
に対する対応策として，ツール紹介サイトのリニューア
ルを実施した。従来も社内ポータルサイトにてツールと
その活用事例の紹介を行ってきたが，現場のニーズに十
分応えられていなかった。
　今回，改めて操業現場など様々なスタッフから活用課
題をヒアリングした結果，従来のツール名を入り口とし
たサイト構成では「業務課題を出発点として解決策を探
す」ユーザの行動に適合していないことが分かった。そ
こで，「システム開発（データベース化）」「データ可視化」

「業務自動化」など，「業務課題」を入り口としてガイダ
ンス資料を準備するとともに，社内事例やライセンスの
概要など情報を集約して提示できるようポータルサイト
をリニューアルした。また，業務課題ごとに有効なツー
ルを整理した「ツールマップ」を作成し，全体感を理解
できるようにした。リニューアルしたポータルサイトの
画面とツールマップを図 3，図 4 に示す。

図 2   ツール活用までの道のりと課題
Fig.2   The journey to tool utilization and issues to challenge

図 1   取り組みの対象とした業務領域
Fig.1   Intended scope of EUC development
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2. 2　ライセンス試用制度
　「②ライセンス取得などツールの利用を開始するまで
の手続きが煩わしい」に対しては，ライセンス試供制度
を開設した。これは本社IT部門が各ツールの一定数の
ライセンスを常時保持しておき，ユーザ部門の現場の試
用ニーズに応じて貸し出す制度である。
　ヒアリングの結果，各現場の業務課題に対してデジタ
ルツールを試してみたいとなった場合でも，そのツール
を使った業務変革に効果があるのかどうか確証が持てな
い段階でライセンスを購入することのハードルが高い場
合が多くあることが分かった。各ツールのサプライヤな
どが試用ライセンスを提供している場合もあるが，提供
される機能の制約や試用期間の短さから十分な評価がで
きない場合や，試用ライセンスで構築した環境がその後
の実ライセンスに引き継がれない場合がある，などの問
題があった。
　当社のライセンス試用制度では，ユーザはWebフォ
ームで申請するだけで，本社IT部門が保有するライセ
ンスをおおむね 3 箇月程度の試用期間の間，自由に使う
ことができ，実運用に移る際も，試用に用いたライセン
スを「実運用」ライセンスとして管理区分を変更するだ
けでそのまま運用できるよう設計した。ライセンス試用
制度を用いると本社IT部門の管理下で試用を開始する

ため，ライセンス管理や，クラウド利用にかかわる社内
規定への適合確認など，通常ソフトウェアツールの導入
で必要となる社内手続きが省略できることもユーザから
見た利点となる。
　また，Webフォームには，ツールの使用目的や対応し
たい課題を記述する欄を設けており，運営側としては，
ユーザの課題や活用方法を把握するための手段としても
活用している。
2. 3　なんでも相談窓口の開設
　「③アプリの試作・改修におけるサポートが充実して
いない」に対しては，なんでも相談窓口によって対応し
た。具体的には，「問合せWebフォーム」を開設すると
ともに専用のヘルプデスクを開設した。ヘルプデスクの
体制としては，デジタルツール整備の企画全体にかかわ
るスタッフを配置し，同じ業務課題に対応する複数のツ
ールや関連する業務にかかわるツールの相談にもワンス
トップで対応できるようにし，単なるツール利用のヘル
プにとどまらず業務変革の支援を統合的に行えるように
した。また，これらの支援を通じて各ツールの活用の傾
向や課題を把握し，ハンズオンセミナーなどの企画・開
催を通じて効率的な支援につなげた。

3．効果の測定

　取り組み効果のKPIとして業務削減時間を測定するに
あたり，本来は改善された業務の一つひとつを精査して
積算していくべきであるが，すべての改善を網羅的に確
認することは現実的に不可能である。そこで，一定の仮
定を置き，システムログのデータから推定することにし
た。
　例えばデータベースツールの場合，代表的なユースケ
ースの調査をしたところ，年間70時間の業務効率化に
対し，データベースへの月平均アクセス回数が100回程
度であったため，アクセス 1 回あたり 3 分程度の効率化
とみなして試算を行うこととした。可視化ツールや自動
化ツールにおいても同様に単位利用ログ当たりの効率化
時間を代表的なユースケースより設定し，業務削減時間
を推定した。その結果得られた削減効果の累積値を表 1
に示す。
　課題への対策を開始した2022年度より業務削減時間
が加速度的に増加していることが分かる。2023年度には
約25万 9 千時間と2025年度目標の25万時間を大幅に前
倒して達成した。また，アンケート調査では，「一つの
課題に対して普段の業務チームをまたいだ複数人でアプ
リケーション開発を行った結果，チームをまたいだ一体
感の醸成や，自身の貢献の実感が得られた」とのコメン
トもあり，EUCを通じた自律的な変革への参画によるエ
ンゲージメント向上も期待できると認識した。
　いっぽう，現状，EUCを活用しているのはまだ特定の
従業員のみであり，「全従業員がみずから業務変革を進
める」というコンセプトには届いていないとも認識して
いる。今後はEUCを活用している従業員の分布もKPI
に加え，ロジャースの普及理論でいう，普及が加速する

「クリティカル・マス」である16%の先進的従業員，あ

図 3   ツール紹介サイトのイメージ
Fig.3   Website for introducing digital tools

図 4   デジタルツールマップ
Fig.4   Digital tool map
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るいは，パレートの法則でいう，組織全体の80%の成
果を生み出す20%の中心的従業員への普及をつぎの目
標と定め，新たな対策を検討していきたい 5）。

むすび＝当社では，「働き方DX」としてデジタルツー
ルを用いたEUCの活用を一つの柱として，取り組みを
進めてきた。EUCの活用カテゴリごとに推奨ツールを
定め，KPIをモニタリングしながら，活用プロセスにお
ける課題に対し，支援の仕組みを構築した。

　これまでの活動の結果，EUCの活用定着に向けての
「最初のハードル」は越えつつあるとの認識ではあるが，
「自由で効率的な働き方」の実現まではまだ途上である。
これらEUCの取り組みに，ITエバンジェリストなどDX
人材教育やコミュニティ活動を通じた変革の風土醸成の
活動を有機的に機能させ，実現を加速していきたい。
　DXによる従業員体験の変革に向け，引き続き，取り
組みを続けていく所存である。
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表 1   デジタルツールによる業務効率化効果の累積値
Table 1 	 Cumulative values of business efficiency improvement 

effect due to digital tools]


